
三機工業株式会社（代表取締役社長：石田　博一）は、2024年4月1日付主要人事異動（部長以上）・機構改正につき、以下のとおりお知らせいたします。

氏　　名 新　　職 現　　職

田村　鎮宏 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ本部経営企画副室長兼広報･IR部長 総務人事本部統括部長

田口　弘明 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ本部経営企画室経営企画部長 経理本部財務部長

小沢　智子 総務人事副本部長 関西支社管理部長

湊　洋行 総務人事本部三機研修ｾﾝﾀｰ長 三機ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ統括部長兼ﾊﾟｰｿﾅﾙ研修室長

大塚　順基 総務人事本部三機研修副ｾﾝﾀｰ長 三機ﾃｸﾉｾﾝﾀｰﾃｸﾆｶﾙ研修室長

樋口　祐一郎 総務人事本部人事部長

樋口　典生 総務人事本部大和管理部長 東京支社管理部長

溝脇　健史 経理副本部長 経理本部統括部長兼経理部長

沖　淳 経理本部経理部長

宇野　元規 経理本部財務部長

山下　植也 R&D副ｾﾝﾀｰ長 経営企画室統括部長兼広報・IR部長

定塚　徹治 R&Dｾﾝﾀｰ統括部長
建築設備事業本部技術管理本部ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ
環境ｴﾈﾙｷﾞｰ推進部長
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氏　　名 新　　職 現　　職

鈴木　康司 建築設備事業本部営業統括副本部長兼事業企画室長 建築設備事業本部営業統括本部事業企画室長

阿部　晃 建築設備事業本部営業統括本部営業開発部長 関東支店営業部長

阿部　好博 建築設備事業本部調達副本部長兼調達部長 建築設備事業本部調達副本部長

箕輪　憲成 東京支社統括部長兼購買部長 東京支社空調衛生技術2部長

清水　裕 東京支社統括部長 東京支社営業1部長

関　一輔 東京支社管理部長

井手　武也 東京支社業務部長 横浜支店営業部長

有泉　健 東京支社営業1部長 東京支社営業3部長

平野　健一 東京支社営業2部長

井出　一磨 東京支社営業3部長

宮嵜　哲也 東京支社空調衛生技術2部長

吉田　喜光 東京支社空調衛生技術4部長

宇野本　幸司 東京支社電気技術3部長

大野　武士 横浜支店営業部長 茨城支店営業部長

駒場　久佐志 関東支店営業部長 東京支社営業2部長
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氏　　名 新　　職 現　　職

西村　敬司 茨城支店建築設備技術部長

間嶋　仁 関西支社管理部長 総務人事本部人事部長

小澤　清 四国支店建築設備技術部長

池谷　敦 中部支社統括部長 静岡支店長兼営業部長

塩澤　廣之 中部支社管理部長

齋藤　亮 中部支社業務部長 中部支社管理部長

鈴木　祥正 中部支社営業部長

江﨑　毅男 静岡支店長 中部支社設計部長

樋口　康隆 中部支社機械ｼｽﾃﾑ部長

塩手　誠 九州支店統括部長 九州支店建築設備技術1部長

市原　孝仁 九州支店建築設備技術1部長

分銅　公祐 東北支店統括部長 東京支社統括部長

佐藤　功 機械ｼｽﾃﾑ事業部統括部長兼設計部長 機械ｼｽﾃﾑ事業部機器設計部長

長谷川　満 環境ｼｽﾃﾑ事業部ｴｱﾛｳｲﾝｸﾞ部長

兼田　寛之 ﾌｧｼﾘﾃｨｼｽﾃﾑ事業部ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ企画開発部長
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2024年4月1日付予定の主要機構改正につき、以下のとおりお知らせいたします。

▼機構改正
【コーポレート本部】

1

2 サステナビリティ推進本部をコーポレート本部サステナビリティ推進室とする。(1月30日開示済)

3 デジタル改革推進本部と情報システム室を統合し、コーポレート本部デジタル改革推進室とする。(1月30日開示済)

【総務人事本部】

4 総務人事本部に三機研修センターを新設し、三機テクノセンターの研修機能を移管する。

【建築設備事業本部技術管理本部】

5 建築設備事業本部技術管理本部技術センターを同本部品質管理センターに統合する。

【建築設備事業本部設計本部】

6

【東京支社】

7 購買部を新設する。

8 茨城支店営業部の機能を、同支店建築設備技術部に移管する。

【機械ｼｽﾃﾑ事業部】

9 機器設計部を設計部に名称を変更する。

【ファシリティシステム事業部】

10 プロジェクトマネージメント部をプロジェクトマネージメント１部に名称変更する。

11 コンサルティング推進部をプロジェクトマネージメント２部に名称変更する。

12 コンサルティング企画開発部を新設し、ファシリティシステム、ネットワークソリューション、ビルマネージメントソリューション

の企画営業機能を統合する。

以上

秘書室、経営企画室、法務室、デジタル改革推進本部、サステナビリティ推進本部、主査室を

統合管理するコーポレート本部を新設する。(1月30日開示済)

建築設備事業本部技術管理本部の設計センターおよびエネルギーソリューションセンターを統合し、

建築設備事業本部設計本部とする。(1月30日開示済)
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